
                          

                      

当
日
の
行
動
に
は
、
会
長
石
田
耕
太
郎

（
倉
吉
市
長
）、
副
会
長
中
田
幸
雄
（
部
落

解
放
同
盟
鳥
取
県
連
合
会
委
員
長
）、常
任

委
員
竹
内
敏
朗
（
江
府
町
長
）、
北
尾
慶
治 

        

 

（
米
子
市
教
育
長
）、
西
山
淳
夫
（
八
頭
町

教
育
長
）
ほ
か
九
人
が
参
加
し
ま
し
た
。 

 

午
前
中
、
湯
原
俊
二
衆
議
院
議
員
、
川

上
義
博
参
議
院
議
員
、
大
島
九
州
男
参
議

院
議
員
も
同
席
し
、
国
会
内
で
民
主
党
陳

情
要
請
対
応
本
部
副
本
部
長 

斉
藤
嘉
隆

副
本
部
長
（
参
議
院
議
員
）
に
要
請
を
行

い
、
午
後
か
ら
法
務
省
へ
の
要
請
行
動
を

行
い
ま
し
た
。 

法
務
省
で
は
、
組
坂
繁
之
部
落
解
放
同

盟
中
央
本
部
委
員
長
（
中
央
実
行
委
員
会

副
会
長
）
も
同
席
し
、
谷
博
之
法
務
大
臣

政
務
官
（
参
議
院
議
員
）
へ
石
田
会
長
か

ら
要
請
書
が
手
渡
さ
れ
、
合
わ
せ
て
鳥
取

県
内
で
集
約
し
た
要
請
署
名
、
団
体
署
名

１
６
６
団
体
、
個
人
署
名
１
５
，
３
９
６ 

人
分
を
提
出
し
ま
し
た
。 

         

 

          

      

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
に
お
い
て
、
グ
ー
グ
ル
マ
ッ
プ
を
利
用
し
鳥
取
県
、
大
阪
府
、
滋
賀
県
の
被
差
別
部
落 

の
地
図
が
掲
載
さ
れ
、
公
開
さ
れ
て
い
る
問
題
に
つ
い
て
、
部
落
解
放
・
人
権
政
策
確
立
要
求
鳥
取
県
実
行
委 

員
会
に
よ
る
法
務
省
へ
の
「
人
権
侵
害
救
済
法
」
の
早
期
制
定
と
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
に
お
け
る
差
別
・
人
権 

侵
害
の
防
止
策
を
求
め
る
中
央
要
請
行
動
が
十
月
十
三
日
（
木
）
に
行
な
わ
れ
ま
し
た
。 

部落解放・人権政策確立要求鳥取県実行委員会（事務局） 

〒682－8611鳥取県倉吉市葵町722倉吉市役所企画振興部人権局 人権政策課

TEL0858－22－8130／FAX0858－22－8135 

        E-mail：jinkenseisaku@city.kurayoshi.lg.jp 



                 

要
請
で
は
と
く
に
、
鳥
取
県
内
の
被
差

別
部
落
を
表
記
し
た
「
鳥
取
県
の
同
和
地

区
（
被
差
別
部
落
）」
と
い
う
題
名
で
グ
ー

グ
ル
（G

o
o
g
le

）
社
の
グ
ー
グ
ル
・
マ
ッ

プ
を
利
用
し
条
例
情
報
を
悪
用
・
加
工
し

て
作
成
し
た
も
の
が
つ
く
ら
れ
公
表
さ
れ

て
い
る
。
ブ
ロ
バ
イ
ダ
責
任
制
限
法
で
は

こ
の
よ
う
な
問
題
に
対
応
で
き
な
い
。
グ

ー
グ
ル
（G

o
o
g
le

）
社
と
法
務
局
へ
の
削

除
要
請
に
も
関
わ
ら
ず
、
放
置
さ
れ
た
ま

ま
に
な
っ
て
い
る
の
が
現
状
。
差
別
が
現

存
す
る
な
か
で
は
、
差
別
に
利
用
さ
れ
る

危
険
性
を
は
ら
ん
で
い
る
こ
と
や
新
た
な

差
別
を
生
む
懸
念
を
表
明
し
、「
人
権
侵
害

救
済
法
」の
早
急
な
制
定
を
求
め
ま
し
た
。 

 

こ
れ
に
た
い
し
て
谷
博
之
政
務
官
は
、

「
ブ
ロ
バ
イ
ダ
責
任
制
限
法
は
総
務
省
の

所
管
で
あ
る
の
で
、
連
携
を
と
っ
て
き
ち

っ
と
し
て
い
き
た
い
」 

「
グ
ー
グ
ル
・
マ
ッ
プ
の
問
題
に
つ
い
て

は
、
我
々
も
認
識
し
て
お
り
削
除
を
求
め

て
い
き
た
い
」 

「
政
務
三
役
の
中
で
役
割
分
担
が
あ
り
、

人
権
・
同
和
問
題
は
自
分
の
担
当
で
あ
る
。

人
権
侵
害
救
済
法
は
年
明
け
の
次
期
通
常

国
会
に
提
出
し
成
立
さ
せ
た
い
、
自
分
の

任
期
中
に
必
ず
実
現
し
た
い
」
と
答
え
ま

し
た
。 

ま
た
、
組
坂
委
員
長
か
ら
も
、「
先
進
国

の
中
で
、
人
権
委
員
会
が
な
い
の
は
日
本

ぐ
ら
い
で
あ
り
、
国
連
ら
か
ら
も
再
三
指

摘
さ
れ
て
い
る
。
ま
ず
三
条
委
員
会
に
基

づ
く
独
立
し
た
人
権
委
員
会
を
つ
く
り
、

被
害
者
か
ら
の
申
し
立
て
に
よ
り
委
員
会

が
審
議
し
、
悪
質
な
差
別
に
つ
い
て
は
勧

告
で
き
る
よ
う
に
す
る
仕
組
み
を
ま
ず
つ

く
る
こ
と
が
重
要
」
と
い
う
要
請
も
行
わ

れ
ま
し
た
。 

 

            

          

                          

 

 

 

 

日 時 ２０１１年１１月３０日（水曜日）

午後１時～午後２時３０分 

場 所 東京・参議院議員会館１階講堂 

※終了後、衆参国会議員への要請行動 


